
















































2 ） 大阪府でも、人口 1 人当たりで見た個人住民税は低い。全国平均を100として、大阪府は95 .0である（平
成27年度決算の値。『地方財政白書』29年度､ 42ページ）。他の指標で見ると、全国平均を100として、大
阪府の地方税計104 . 4、地方消費税105 . 7、固定資産税105 . 4であるので、個人住民税だけが低いとわかる。





歳入総額 17 , 266 100 . 0 10 , 585 100 . 0 15 , 097 100 . 0
市税収入 6 , 398 37 . 0 5 , 056 47 . 8 7 , 190 49 . 0
　市民税 2 , 555 14 . 8 2 , 266 21 . 4 3 , 550 24 . 2
　　個人市民税 1 , 422 8 . 2 1 , 587 14 . 9 2 , 945 19 . 5
　　法人市民税 1 , 133 6 . 6 679 6 . 4 605 4 . 0
　固定資産税 2 , 719 15 . 7 1 , 997 18 . 9 2 , 645 17 . 5
　　土地 1 , 049 6 . 1 870 8 . 2 1 , 102 7 . 3
　　家屋 1 , 306 7 . 5 873 8 . 2 1 , 157 7 . 7
　　償却資産 357 2 . 1 254 2 . 4 386 2 . 6












をみると、大阪市では40 .6% であり、東京都区部51 .1%、横浜市47 .8%、名古屋市46 .2%









を挙げた法人（黒字法人）の課税所得に対して 6 % を課す。一方、赤字法人は、法人税（国
税）、および地方税である法人市民税と事業税または事業所税の法人税連動部分を免除され
る。もちろん、法人市民税の均等割部分の納税は法人の課税所得が赤字でも資本金等の額や











東京都区部 248 . 9 462 . 7 54 , 919 25 , 973 28 , 945 449 , 926
横浜市 198 . 1 400 . 8 54 , 487 20 , 975 33 , 512 402 , 625
名古屋市 191 . 6 392 . 9 45 , 540 17 , 741 27 , 799 447 , 532
大阪市 144 . 6 329 . 0 31 , 563 12 , 347 19 , 216 409 , 812











68.2% である。大阪市の黒字法人比率は33.7% と相対的に高い 5 ）。これに関連して、大阪（市）
には、中小企業が多く、中小企業の多くは赤字であることが税収の低い原因ではないかと
いう推論もありうる。たしかに、事業所数でみると99% が中小企業である。上述した通り、







東京都が全体の51 .9% と圧倒的に高い。大阪府に本社を置く企業の比率は11 .5% で、愛知














5 ） 大阪市では黒字法人39266法人（所得申告法人総数の33 .7 %）、赤字法人77263法人（所得申告法人総数
の66 .3 %）であった。また、黒字法人の比率は、東京都区部31 .1 %、横浜市29 .5 %、名古屋市31 .4 %、全
国31 .8 % であった（国税庁、および大阪、東京、名古屋の各国税局統計資料から筆者が計算した値）。
6 ） 中小規模法人の比率は東京特別区39 .9 %、名古屋市67 .0 %、横浜市67 .6 %、全国平均69 .6 % であり、東
京都を除いた全国の数値は80 .2 % であった。「平成26年度　経済センサス　基礎調査」資料から筆者が計
算した数値。
7 ） 東洋経済新報社『会社四季報 CD-ROM』2018新春号、2017年、の資料から筆者計算。





















 図１　大阪市の歳入構成比率の推移 図５　市内総生産と市民総所得の関係 データ
93 98 03 08 13
東京都 82.1 80.6 86.5 84.2 86.6
横浜市 123.9 116.8 117.5 116.7 123.9
名古屋市 83.1 84.5 92.7 82.2 88.5
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い。従業者数比率は、東京都では、卸売業・小売業21 .0%、その他サービス業11 .5% の順、
大阪市では、卸売業・小売業23 .2%、その他サービス業11 .6% の順である。名古屋市では










東京都区部 大　阪 名古屋 横　浜
産　業 比率 産　業 比率 産　業 比率 産　業 比率
卸売業・小売業 21 .0 卸売業・小売業 23 .2 卸売業・小売業 28 .8 卸売業・小売業 18 .9
その他サービス業 11 .5 その他サービス業 11 .6 その他サービス業 10 .2 医療、福祉 14 .0












9.5 医療、福祉 9.9 製造業 9.5
医療、福祉 7.5 医療、福祉 8.9 製造業 9.7 その他サービス業 9.2
参考（旧産業分類基準）

































建設業 製造業 情報通信業 運輸業、郵便業 卸売業、小売業 金融業、保険業
41 . 3 38 . 5 51 . 5 30 . 3 41 . 6 61 . 2
技術サービス業 宿泊業、飲食店 生活関連サービス 教育、学習支援 医療、福祉 サービス業
47 . 4 31 . 9 35 . 9 48 . 8 44 . 5 32 . 1
注）数値は、男、45-49歳についての値。
















東京都 横浜市 名古屋市 大阪市
民間最終消費支出 391 , 237 93 , 605 59 , 642 67 , 803
政府最終消費支出 137 , 976 19 , 817 11 , 185 21 , 138
総資本形成 138 , 124 22 , 099 22 , 142 27 , 530
移出入 272 , 967 -12 , 627 29 , 168 70 , 889
市内総生産 940 , 305 122 , 894 122 , 139 187 , 360
市外からの所得 -126 , 262 29 , 337 -14 , 080 -52 , 786
市民総所得 814 , 043 152 , 232 108 , 059 134 , 574
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表 6 から、従業者に関する昼夜間人口比率は2010年では、大阪市173 . 0、東京都区部




を上回り、2010年には91% であった。つまり、市民従業者の約 9 割に相当する人が大阪市
外から大阪市内に従業者として流入しているのである。東京都区部の場合、都区部従業者に






1985年 1995年 2005年 2010年
東京都区部 152 . 7 166 . 2 166 . 9 161 . 5
横浜市 80 . 7 81 . 9 82 . 3 83 . 6
名古屋市 125 . 7 129 . 4 124 . 9 123 . 2
大阪市 177 . 9 185 . 0 180 . 8 173 . 0
b) 従業者の昼間流入人口対夜間人口比率
1985年 1995年 2005年 2010年
東京都区部 59 . 5 74 . 3 75 . 2 69 . 4
横浜市 18 . 3 20 . 4 19 . 9 20 . 8
名古屋市 35 . 9 42 . 1 40 . 5 38 . 7
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検討すべき事柄として、第 1 に、大阪市の生産年齢人口の割合は65% で他市と比べて低
くはない。ただし、生産年齢人口は通学者を含むので、居住者に占める従業者比率を見る
と、大阪市居住者で就業も通学もしてない人（非就業・非通学の居住者）の比率は、1960年
47 . 5%、1980年31 . 4%、2010年46 . 2% と推移している。他市の状況と変わりない。他方、大
阪市の場合、従業者に関する昼夜間人口比率（173%）は表 6 で見た通り、高かった。また、
大阪市居住者のうち従業する者の自市内従業割合（73 .2%）は、横浜市58 .2、名古屋市76 .2
11） 国勢調査によると、2005年では、大阪市での従業者約210万人のうち、大阪市外・大阪府内から69万人、
大阪府外から46万人で、うち兵庫県約25万人、奈良県11万人、京都府 5 万人等であった。都市別では堺
市から約10万人、吹田、豊中、東大阪市から約 6 万人、西宮、神戸市から 5 万人以上であった（平成17年『国




建設業 製造業 情報通信業 卸売・小売業 金融・保険業
51 . 6 52 . 8 73 . 5 54 . 8 75 . 1
不動産業 飲食店・宿泊業 医療・福祉 教育学校支援業 公　務










108 . 2万人、東京都457 . 1万人、横浜市176 . 3万人、名古屋市104 . 6万人である。また、大阪市
における納税者数の対人口比率は40 .6% と、東京都区部の51 .1% と比べると、10ポイント


















千葉市 53 . 3 44 . 3
東京都区部 52 . 9 47 . 1
川崎市 59 . 1 52 . 4
横浜市 48 . 7 43 . 4
名古屋市 52 . 3 47 . 2
京都市 47 . 3 43 . 3
大阪市 45 . 8 38 . 7
堺市 52 . 2 46 . 7
神戸市 38 . 6 34 . 9



























4.1% である。つまり、これら 3 都市では、地方交付税より地方消費税交付金の方が多い。
また、たとえば、大阪市の人口当たりの消費額（小売販売額）を見ると、他の都市よりも多
い17）。居住者と来訪者の消費支出額を反映するが、自市の小売販売活動が活発になれば（購
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